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高齢者居住安定確保計画の改訂について

熊本市住宅審議会 居住支援部会資料

資料１



住生活基本計画 目次（案）

・今年度の住宅審議会では、住生活基本計画の見直しについて審議いただく

・見直しに伴い、関連計画を住生活基本計画に盛り込む

・２つの部会で審議していただき、本会で承認をいただく

①住生活基本計画
部会

②居住支援部会

序 章

第１章 住生活の課題

第２章 基本的な考え方

第３章 施策の推進

第４章 計画の実現に向けて

第５章 重点的な取組み

第１節 市営住宅に関する取組み（市営住宅長寿命化計画等）

第２節 住宅の確保に関する取組み（賃貸住宅供給促進計画）

第３節 高齢者の居住の安定確保に関する取組み（高齢者居住安定確保計画）

第４節 空き家等に関する取組み （空家等対策計画の概要）

第５節 建物の耐震化に関する取組み（熊本市建築物耐震改修促進計画の概要）

熊本市住宅審議会 居住支援部会

住宅審議会
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市営住宅についての取り組み

住宅の確保に関する取組み

高齢者の居住の安定確保に関する取組み

⇒新たな住宅セーフティネット制度における低額所得者や高齢者等の住宅確保要配慮者の入
居を拒まない賃貸住宅の登録を促進するため、新規に計画を策定

各取り組みの審議概要

〇昨年度策定した市営住宅長寿命化計画
〇市営住宅の入居管理の適正化に関する事項の整理

⇒現行の計画に記載している内容について、以下を踏まえて見直し

〇対象とする住宅確保要配慮者の属性の追加
〇住宅の登録面積基準（原則25㎡）の緩和
〇供給目標の考え方
〇居住支援に関する取り組みの方向性を整理 など

※居住支援協議会の意見聴取
を行い本部会へ諮る予定

⇒現行の計画を高齢者住まい法上の市町村計画へ改訂

〇高齢者支援に関する見直しの方向性を整理
〇供給目標の考え方
〇高齢者居住安定確保計画を法の構成に整理 など 3

（市営住宅長寿命化計画等の見直し）

（賃貸住宅供給促進計画の新規策定）

（高齢者居住安定確保計画の改訂）
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年間スケジュール

今回の部会

議題：高齢者居住安定確保計画の改訂 について



高齢者居住安定確保計画の

改訂 について

１ 現計画の概要
２ 計画見直しの概要
３ 改訂のポイント

(1) 高齢者住まい法上の市町村計画へ
(2) 計画の位置付けの変更
(3) 計画期間
(4) 目標の設定
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１ 現計画の概要

高齢者が自分らしく安心して暮らせる住環境の実現

１．高齢者が自らに合った暮らし方を選択できるすまいづくり

２．高齢者が安心して暮らせる環境づくり

３．高齢者を支える重層的な体制づくり

理念

目標
具体的な
取り組み

成果指標

市民・地域組織、民間事業者、居住支援協議会、熊本市、国・県が相互に連携し、それぞれ
役割分担を担い協働して取り組む

計画の推進に向けて

熊本市高齢者居住安定確保計画
（平成24年度～31年度：8年間）

制度 H23策定時 H29目標値 H29実績値 Ｈ31目標値

　　※高齢者等の入居を拒まない住宅や、老人ホーム等の物件情報を提供するホームページ（熊本市居住支援協議会運営）

約7,600戸

約800件

サービス付き高齢者向け住宅等の供給戸数 約3,000戸 約5,300戸

Saflanet安心住み替え支援サイト※への登録件数 約500件 約800件

5,946戸

623件
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２ 計画見直しの概要

・(1)～(4)を今回の部会で検討したい

(1) 高齢者住まい法 上の市町村計画へ

(2) 計画の位置付け

(3) 計画期間

(4) 目標の設定

計画見直しの概要

改訂のポイント

※高齢者の居住の安定確保に関する法律を「高齢者住まい法」という

※

法律上の位置付け 計画の位置付け 計画期間 目標

現在 任意の計画
住生活基本計画の

関連計画

H24（2012年度）～R01（2019年度）

８年間

サービス付き高齢者向け住宅等の供給戸数

Saflanetあんしん住み替え支援サイトへの登録件数

見直し
高齢者住まい法上の

市町村計画

住生活基本計画へ

盛込む

R02（2020年度）～R06（2024年度）

5年間
高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合
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※20180712 大都市会議資料 国土交通省より

・高齢者居住安定確保計画は、高齢者住まい法第４条の２に基づき市町村が策定できる
・策定すると、サービス付き高齢者向け住宅、終身建物賃貸借制度の登録基準の強化・緩和 等

☆改訂のポイント☆

現在は任意の計画のため、改訂を機に「高齢者住まい法上の市町村計画」としたい

３ 改訂のポイント （1）高齢者住まい法上の市町村計画へ
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３ 改訂のポイント （1）高齢者住まい法上の市町村計画へ

・高齢者住まい法上の市町村計画とし、セーフティネット制度と整合を図りたい
・方針について意見等を伺いたい

サービス付き高齢者向け住宅、終身建物賃貸借制度※の登録基準の強化・緩和 等が図れる
※終身建物賃貸借制度については、「別紙１」参照

「高齢者住まい法上の市町村計画」となるメリット

セーフティネット制度

面積基準の緩和を
検討
2020年度～予定

終身建物賃貸借制度

セーフティネット制度の面積基準の
緩和と併せて、終身建物賃貸借制度
の面積基準も緩和したい

賃貸住宅供給促進計画で審議予定
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第四条の二第２項（計画に定めるべき事項）
１ 当該市町村の区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標
２ 目標達成に必要なもの

イ 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項
ロ 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項
ハ 高齢者に適した良好な住居環境を有する住宅の整備の促進に関する事項
ニ 高齢者居住生活支援事業の用に共する施設の整備の促進に関する事項
ホ ニに掲げるもののほか、高齢者居住生活支援体制の確保に関する事項

３ 計画期間

高齢者住まい法より抜粋

１ 目的
２ 位置付け
３ 計画期間
４ 目標

高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標
５ 目標を達成するために必要な事項
（１）高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進
（２）高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化
（３）高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進
（４）高齢者居住生活支援施設の整備の促進
（５）高齢者居住支援体制の確保

高齢者住まい法上の市町村計画を法の構成に整理

・住まい法上の市町村計画にするにあたっての構成（赤枠）について意見があれば伺いたい

３ 改訂のポイント （1）高齢者住まい法上の市町村計画へ
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※熊本市高齢者居住安定確保計画 計画の位置付けより

改訂後の計画の位置付け

３ 改訂のポイント (2)計画の位置付けの変更

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市住生活基本計画 

熊本市高齢者 

居住安定確保計画 

住生活基本計画（全国計画） 

熊本県住宅マスタープラン 熊本県高齢者居住安定確保計画 

くまもとはつらつプラン 
(熊本市高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市住生活基本計画 

 

住生活基本計画（全国計画） 

熊本県住宅マスタープラン 熊本県高齢者居住安定確保計画 

くまもとはつらつプラン 
(熊本市高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画) 

熊本市高齢者 

居住安定確保計画 

熊本市住生活基本計画

整合・連携

整合・連携

整合

整合
整合・連携

熊本市住生活基本計画（改訂案） 目次

序 章

第１章 住生活の課題

第２章 基本的な考え方

第３章 施策の推進

第４章 計画の実現に向けて

資料編

第５章 重点的な取組み

第１節 市営住宅に関する取組
第２節 住宅確保に関する取組み

（賃貸住宅供給促進計画）
第３節 高齢者の居住の安定確保に関する取組み

（高齢者居住安定確保計画）
第４節 空き家に関する取組み
第５節 建物の耐震化に関する取組み

特に、第2節 賃貸住宅供給促進計画⇔ 第3節 高齢者居住安定確保計画 の整合性
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３ 改訂のポイント （3）計画期間の変更

・住生活基本計画に組込むため、期間も合わせたい

H24

（2012）

H25

（2013）

H26

（2014）

H27

（2015）

H28

（2016）

H29

（2017）

H30

（2018）

H31

（2019）

R2

（2020）

R3

（2021）

R4

（2022）

R5

（2023）

R6

（2024）

R7

（2025）

総合計画

住生活基本計画（全国計画）

高齢者居住安定確保計画（県）

住生活基本計画

賃貸住宅供給促進計画

　　熊本市住生活基本計画に組込み

高齢者居住安定確保計画（市）

くまもとはつらつプラン

前期 後期

第1期

第1期 第2期

第7次・前期 第7次・後期

概ね5年毎に見直し



13※平成28年7月 国土交通省住宅局安心居住推進課より

３ 改訂のポイント （4）目標の設定

国の目標設定



・目標の設定の考え方について意見を伺いたい
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３ 改訂のポイント （4）目標の設定

他都市事例を抜粋した所、国と同様に「高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合」を成果指標として
定めている都市が多い事がわかった。また、目標値も国の方針に則り４～５％としている自治体が多かった。

国及び他都市での目標と同様に、熊本市も高齢者居住安定確保計画の目標を以下の様に定めたい。

目標：高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合
算出式：高齢者向け住宅の定員数・戸数／高齢者(65歳以上)人口×100(％)

国の住生活基本計画及び他都市事例の抜粋

国 横浜市 川崎市 福岡県 熊本県

住生活基本計画

(国交省資料より)
住生活基本計画 住宅基本計画 住生活基本計画 住宅マスタープラン

H26(2014) H28(2016) H27(2015) H27(2015) H27(2015)

2.1% 3.2% 4.5% 3.6% 2.8%

H37(2025) H38(2026) H38(2026) H37(2025) H37(2025)

4.0% 4.0% 5.0% 4.0% 5.0%

目標

高齢者人口に対する

高齢者向け住宅の割合

策定時

目標


